
Ｎ－バス再編支援業務委託仕様書

１ 業務名

Ｎ－バス再編支援業務委託

２ 委託場所

長久手市内外

３ 事業の目的

長久手市地域公共交通計画（令和６年３月策定）にある基本方針

「地域共創による地域交通ネットワークの確保・維持・改善」に関し、

計画事業「地域特性に合った補助交通の確保」にかかるＮ－バスの

再編（路線見直し）について、ニーズや課題などを把握及び整理し、

再編素案を検討することを目的とする。

４ 委託期間

契約締結日の翌日から令和８年３月３１日まで

５ 業務内容

⑴ 計画準備

契約締結後、速やかに発注者と打合せを行うとともに、本事業

の目的を十分に把握したうえで、合理的かつ効率的に業務を遂行

するため、業務内容、実施方針、スケジュール及び実施体制につい

て、業務計画書及びその他必要な書類を提出し、発注者の承認を

得ること。

⑵ 利用状況の整理

ア 統計的指標の整理

現行ルート及び運行実績について、営業距離、バス停位置、カ

バー圏域、利用者数、民営路線バスとの重複状況等の各種基礎

データを整理する。

イ 利用実態調査結果の整理

ア及び長久手市が別に行う乗降調査結果を踏まえ、Ｎ－バス

の利用実態を整理し、現行ルートの妥当性や効率性を確認する。
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⑶ ニーズの把握及び整理

ア 市民アンケート調査の企画及び実施

市民の公共交通の満足度などの地域公共交通の確保・維持・

改善につながるニーズを確認するため、アンケート調査を実施

する。調査の実施方法は、発注者が無作為抽出した１５歳以上

の市民３，０００人を対象に郵送方式により実施する。

発注者は、宛名シールの印刷及び発送用封筒の提供を行い、

受注者は、宛名シール台紙及び返信用封筒の準備並びに調査票

の作成、印刷、封入及び発送を行う。また、調査票の返送先は受

注者とし、受注者にて、回収、集計、分析及び取りまとめを行う。

なお、回収率は４０パーセントを想定している。

イ 利用者アンケート調査の企画及び実施

Ｎ－バスの利用実態や満足度などの利便性向上につながるニ

ーズを確認するため、利用者を対象とした利用者アンケート調

査を企画、実施、集計及び分析を行う。調査の方法は、平日及び

休日の各１日の利用者（５００人想定）に対し、乗車時に調査員

から調査票を直接配布し、郵送にて回収するものとする。

受注者は、返信用封筒の準備並びに調査票の作成、印刷、封入

及び配布を行う。また、調査票の返送先は受注者とし、受注者に

て、回収、集計、分析及び取りまとめを行う。なお、回収率は

４０パーセントを想定している。

ウ 各アンケート結果の整理

ア及びイの結果について、性別、年代、居住地、自家用車の所

有有無、利用頻度等の各種族性別にクロス集計するとともに、

別途長久手市が実施するデマンド型交通実証実験の結果を確認

し、本市の公共交通に対するニーズ特性を確認及び整理する。

⑷ 路線再編素案の検討

ア 現行路線の評価及び検証

⑵利用状況の整理及び⑶ニーズの把握及び整理を踏まえ、現

行路線について、総合的な整理及び分析並びに評価を行う。



イ 現行路線の課題整理

現行路線のについて、まちづくり及び公共交通ネットワーク

並びに運行体制を踏まえ、問題及び課題を整理し、改善点や変

更すべき点を確認する。

ウ 路線再編素案の検討

長久手市地域公共交通計画や現行路線の評価及び検証並びに

課題整理を踏まえ、確保・維持すべき利用者ＯＤを考慮すると

ともに、民間路線バス等の他の公共交通機関（Ｎ－バスに代わ

る新たな移動手段を含む。）との調和を図りつつ、ルート及びバ

ス停（ダイヤ及び車両）について、本市が実施するパブリックコ

メントに向けた路線再編素案を検討する。

⑸ 報告書及び資料作成

以上の検討経過等について、報告書及び長久手市地域公共交通

会議用の資料を作成し、取りまとめる。

⑹ 打合せ協議

打合せは、業務着手時１回、中間時２回及び成果納入時１回の

合計４回行うことを原則とするが、業務実施上、疑義が生じた場

合等は、速やかに発注者と協議する。

６ 成果品

⑴ 報告書 ２部

⑵ 報告書等の電子データ 一式

７ 費用の支払

受注者が成果品及び関係資料等を整えた後、完了届を提出し、発

注者が検査を行うものとし、検査に合格した時は、契約代金を受注

者からの請求により支払うものとする。

８ その他

⑴ 長久手市地域公共交通計画に基づき、業務を遂行すること。

⑵ ⑴の他関係する法令、条例並びに国、愛知県及び長久手市の計

画を踏まえ、業務を遂行すること。

⑶ 当該業務の遂行に当たっては、個人情報の保護に関する法律（平



成１５年法律第５７号）、個人情報の保護に関する法律施行令（平

成１５年政令第５０７号）、個人情報の保護に関する法律施行規則

（平成２８年個人情報保護委員会規則第３号）及び長久手市個人

情報保護法施行条例（令和４年長久手市条例第２４号）の規定に

基づき、適正な個人情報の取扱いを行うこと。

⑷ 当該業務において得られた情報は、長久手市に属するものとし、

受注者は、知り得た事項一切に対して守秘義務を負うものとする。

⑸ 当該業務の成果品に係る権利は長久手市に属するものとし、作

成データを他の用途のために利用すること及び第三者へ提供する

ことは禁止する。

⑹ 当該業務の実施に当たり、本仕様に明示のない事項や、不明な

点については、必要の都度、長久手市と協議の上決定する。

⑺ 業務完了後、受注者の責に帰すべき理由による成果物の不良個

所が発見された時は、担当課が必要と認める訂正、補正、その他必

要な措置を行うものとし、これに対する経費は受注者の負担とす

る。


